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の復帰を求める声が高まることは否定できないとし、軍政や革命は世直しを目的とした民主主義の一

環と捉えている。すなわち、パキスタンの軍は、デモクラシーの第 3の機能である議会外活動を担っ

ているといえる。ブータンやパキスタンの事情は、議会のみでデモクラシーを実現・定着できるわけ

ではないことを示している。

本特集は、インドを含む南アジア諸国で、デモクラシーがどのように機能しているかを議論したも

のである。2000 年代の、ネパールおよびブータンの民主化によって、議会制民主主義が、南アジア

諸国のデモクラシーの共通機能となった。ただし議会制民主主義の習熟度は国によって大きく異なり、

インドでは選挙によるスムーズな政権交代にみられるように、手続きとしての議会制民主主義が確立

しており、1993 年の憲法改正では、デモクラシーの他の要素となる、住民参加型の政治を実現した。

近年の政治動向は、議会制民主主義の内容が、今、インドで問われていることも示している。選挙の

円滑な実施など、手続きとしての議会制民主主義を考えるとき、南アジアで、インドの習熟度は一つ

抜きん出ているといえよう。しかし議会制民主主義の深化・定着は、インドもまだ発展段階にある。

他方で、1990 年に議会制民主主義と教育制度の拡充を同時に開始したバングラデシュの事例は、議

会制民主主義の手続きと内容の改善が同時に始まったことを意味しており、議会制民主主義がどの国

においても、手続きから内容改善へと段階的に発展していくわけではないことを示している。このこ

とは、南アジアの議会制民主主義の習熟は、手続きのみでなく、その内容の深化・定着を同時に分析

する必要があることを示している。このような分析の下では、インドの議会制民主主義が南アジア諸

国の中で最も成熟しているとは言えない。

デモクラシーの機能は、議会でのみ発揮されるわけではない。例えばパキスタンの軍は、議会外活

動を担っていると捉えることができる。2011 年のアンナー・ハザーレーの反腐敗・反汚職の運動も

議会の外で良いガバナンスを求める活動であり、パキスタンの軍と同じく、議会外活動というデモク

ラシーの一機能を実践した運動である。デモクラシーの意味を、議会制民主主義と狭くとらえた時に

デモクラシーの実現の妨げとなるものは、デモクラシーを広い意味で捉えると、議会外活動の担い手

となり、デモクラシーの深化・定着に欠かせないものとなる。ブータンの「宗教者」も何らかの形で、

議会外活動を行なっている可能性は否定できず、国によって何が議会外活動となるかは大きく異なる。

以上のことを踏まえて、南アジアのデモクラシーの実現、深化・定着を考えると、単純にインドが

先行しているわけではないことがわかる。議会制民主主義の実現という共通のステップをもちながら

も、その進展は国の宗教・文化・歴史によって大きく異なり、習熟度の順位付けは不可能である。む

しろデモクラシーの実現、深化・定着の在り方の違いこそ、南アジア諸国の多様性を示しており、こ

の違いに注目するとき、政治的文脈における南アジア諸国の固有性を見出すことができるのである。

（『現代インド研究』第 5号特集担当編集委員　小川道大、豊山亜希、藤倉達郎、舟橋健太）
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Abstract

The 16th Lok Sabha elections were held in India from April to May 2014. After the counting 

of votes on May 16, it was declared that the Bharatiya Janata Party (BJP) scored a landslide 

victory over the Indian National Congress. The BJP came back to power by winning a single-

party majority in the Lok Sabha. One of the most important factors that caused the change of 

government this time was the pressure from the people, who demand good governance from the 

government. The matter of "governance" will be an important keyword in Indian electoral politics 

and party politics.

The matter of governance has also become important in politics at the state level. We can 

find two cases of regional parties — the Aam Aadmi Party (AAP) in Delhi and the Telangana 

Rashtra Samithi (TRS) in Andhra Pradesh — that have boosted their power by having close links 

with citizens’  movements demanding good governance. Both of these two parties were successful 

in forming a government at the state level. These state-level political phenomena regarding the 

matter of governance may change the Indian party system in the long term.

要旨

インドでは 2014 年 4 月から 5 月にかけて第 16 次連邦下院選挙が行われ、その結果、野党のイ

ンド人民党が単独で下院の過半数を制する圧勝を収めて、インド国民会議派から政権を奪回した。

今回の選挙は、良い統治（ガバナンス）を求める有権者からの圧力によって、政権交代がもたら

された選挙であったと言える。今後、ガバナンスの問題は、インドの選挙政治や政党政治におい

て重要なキーワードのひとつとなるであろう。

また、今回の選挙では、ガバナンスをめぐって州レベルでも興味深い動きが見られた。首都デ
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リーにおける庶民党と南部アーンドラ・プラデーシュ州におけるテランガーナ民族会議の事例は、

どちらも、良いガバナンスを求める人々の運動と関わることによって地域政党が勢力を増大させ、

州政権を樹立するまでに至ったという事例である。このようなガバナンスをめぐる州レベルの動

きは、長期的には、インドの政党システムに対して何らかの変化をもたらすかもしれない。

1.  はじめに

インドでは 2014 年 4 月から 5月にかけて、第 16 次連邦下院選挙が行われた。その結果、野党の

インド人民党（Bharatiya Janata Party: BJP）が単独で過半数を制する圧勝を収め、同党の率いる国

民民主連合（National Democratic Alliance: NDA）が 10 年ぶりに連邦政権を奪回した。一方、2004

年から与党を務めていたインド国民会議派（以下、「会議派」と略）は大敗を喫し、同党の率いる統

一進歩連合（United Progressive Alliance: UPA）は政権を失った。

現在のインドでは競合的多党制と呼ばれる政党システムが見られているが、今回の連邦下院選挙

で BJPが圧勝し、同党による一党優位の状況が出現したことによって、競合的多党制において見ら

れてきた多くの特徴は目立たないものとなっている。このことから、インドの政党システムにおけ

る変化の可能性を指摘する見方もある［Palshikar 2014］。しかし、2014 年 7 月以降に行われた補欠

選挙や州議会選挙の結果を見る限り、インドの政党システムに変化が生じていると結論付けるのは

時期尚早であるように思われる。

一方、最近のインド政治においては、「良い統治」すなわちガバナンスがキーワードのひとつと

なっており、このことは、選挙後にナレーンドラ・モーディー新首相が打ち出した政策方針にも表

れている。ガバナンスの問題が重要視されるようになったことは、インドの政党政治に変化をもた

らす要因のひとつになるかもしれないが、その一方で、インド政治におけるガバナンスとはいった

い何なのかという点になると、今ひとつ曖昧であると言わざるを得ない。

インド政治の文脈におけるガバナンスには、有権者が満足できる経済政策を実行することや、行

政の効率化と透明化をはかることなど、さまざまな意味合いがあると考えられる。本論では、首都

デリーにおける反汚職運動とアーンドラ・プラデーシュ（AP）州におけるテランガーナ州創設運動

という 2つの事例を検討することによって、「社会正義を実現すること」あるいは「不正義を解消す

ること」もまた、ガバナンスにおける重要な要素のひとつになっていることを示す。その上で、そ

うした社会正義の実現や不正義の解消などを求める人々の運動が、インドの政党システムさらには

民主主義に対してどのような影響を及ぼすのかという点についても考察してみたい 1）。

2.  インドにおける政党システムと第16次連邦下院選挙

2-1.  第16次連邦下院選挙とモーディー政権の成立

本節では、第 16 次連邦下院選挙の結果とその後の動向についてまとめた後、1980 年代末から見
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られる競合的多党制という政党システムに何らかの変化が生じているのかという点について検討す

る2）。今回の連邦下院選挙では、2009 年から 5年間続いた第 2次 UPA政権の実績を、インドの有

権者がどのように評価するのかという点が注目された。そして、選挙期間中に行われた各種の世論

調査ではいずれも、今回の選挙は与党の会議派にとって不利な状況との見通しが示されていた。一

方、野党の BJPは、グジャラート州のナレーンドラ・モーディー州首相（当時）を首相候補に立

てて活発な選挙運動を展開し、世論調査でも、同党が有利に選挙戦を進めているとの見方がほとん

どであった 3）。

投票は、4月 7 日から 5月 12 日までの間に 10 地区に分けて行われた 4）。今回の選挙において注

目された点のひとつは、これまでの選挙に比べて投票率が高かったことである。中央選挙管理委員

会のまとめによれば、全体の投票率は 66.4％を記録し、前回（2009 年）の連邦下院選挙での投票率

（58.2％）を大きく上回った。またこれは、1984‒85 年の第 8次連邦下院選挙で記録された 64.0％を

も上回り、過去最高の投票率であった。

このような高い投票率をもたらした要因のひとつとして、女性の政治参加の高まりが指摘されて

いる［Kumar and Sardesai 2014］。中央選挙管理委員会によれば、今回の選挙における男性の投票

率は 67.0％、女性のそれは 65.5％であった。女性の投票率は男性に比べて低かったが、その差はわ

ずかであった。また、州ごとに見てみると、ビハール、ゴア、ヒマーチャル・プラデーシュ、オディ

シャー、パンジャーブ、タミル・ナードゥ、ウッタラーカンドなど、合計 16 の州および連邦直轄領

において、女性の投票率が男性のそれを上回った。

開票は 5月 16 日に行われた。その結果、野党であった BJPが単独過半数となる 282 議席（得票

率 31.3％、議席率 51.9％）を獲得して大勝し（図 1・図 2）、同党の率いる NDAの議席数も 336 議

席に達した。ひとつの政党が単独で連邦下院の過半数を確保したのは、1984‒85 年の第 8次連邦下

院選挙で会議派が勝利を収めて以来、実に 30 年ぶりのことであった。この選挙結果を受けて、会議

派のマンモーハン・シン首相が 5月 17 日に辞任、代わって、BJPの首相候補であったモーディーが

5月 26 日に首相に就任し、BJPを中心とする NDA政権が成立した。

一方、与党であった会議派は、今回の選挙ではわずか 44 議席（得票率 19.5％、議席率 8.1％）の

獲得にとどまる大敗を喫し、同党が率いる UPA全体でも 60 議席の獲得にとどまった。会議派の議

席数が 2桁台となったのは今回が初めてのことであり、同党にとっては歴史的な敗北となった（図

1・図 2）。特に、大票田であるウッタル・プラデーシュ州（80 選挙区）では、BJPが 71 議席を獲得

して圧勝を収めたのに対して、会議派はソニア・ガーンディー総裁とラーフル・ガーンディー副総

裁によるわずか 2議席の獲得にとどまり、明暗が大きく分かれた。

2-2.  インドにおける政党システム 5）

Ｙ・ヤーダヴによれば、独立後のインドの政党システムは、約 20 年ごとに 3つの時期に分けられ
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図 1　インド国民会議派とインド人民党の得票率（1952‒2014 年）

（出所）中央選挙管理委員会のウェブサイトより入手したデータにもとづいて作成。註 2も参照。

図 2　インド国民会議派とインド人民党の議席率（1952‒2014 年）

（出所）図 1に同じ。



8

現代インド研究　第 5号

図 1　インド国民会議派とインド人民党の得票率（1952‒2014 年）

（出所）中央選挙管理委員会のウェブサイトより入手したデータにもとづいて作成。註 2も参照。

図 2　インド国民会議派とインド人民党の議席率（1952‒2014 年）

（出所）図 1に同じ。

9

三輪：政党システムとガバナンス

る。独立直後から 1960 年代後半までは、会議派の一党優位を中心とする「会議派システム（Congress 

system）」の時代と呼ばれる。この政党システムは 1970 年代に入って、会議派と反会議派勢力の対

立を中心とする「会議派＝野党システム（Congress-opposition system）」に移行した。さらに 1980

年代末以降になると、「競合的多党制（competitive multi-party system）」と呼ばれる政党システムが

見られるようになっている［Yadav 1996: 95; Yadav 1999: 2393–2394］。

1980 年代末からの競合的多党制に関しては、会議派の勢力低下、BJPの勢力拡大、政党数の急激

な増加などがその特徴として挙げられる。図 1・図 2からもわかるように、会議派の勢力は 1989 年

の第 9次連邦下院選挙で大きく低下し、同党はこれ以降、単独で連邦下院の過半数を確保すること

ができていない。一方、1980 年に結成された BJPは 1980 年代末から 1990 年代にかけて急速に勢力

を拡大させ、会議派とほぼ互角の勢力になった。また、図 3からもわかるように、多党化の程度を

示す有効政党数の値は、1980 年代後半から 1990 年代にかけて急激に増加し、現在もなお高い値が

維持されている 6）。この多党化の背景には、特定の州や地域に勢力が限定された地域政党が多数出

現してきたことや、中道左派政党が分裂によって弱体化し、地域政党化していったことなどがある

［三輪 2011: 118, 132］。

競合的多党制において見られるこれらの特徴のため、政党間競合に関する基本的なフォーマット、

有権者にとっての政治的な選択肢、政治的に重要な社会的亀裂などは、それぞれの州ごとに形成され

るようになった［Yadav and Palshikar 2009: 403］。その結果、州レベルの政治が重要なものとなり、

図 3　インド連邦下院選挙における有効政党数の変化（1952‒2014 年）

（出所）図 1に同じ。
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それが連邦下院選挙の結果に対しても大きな影響を及ぼすようになっている。2000 年代半ば以降、

中央においては会議派と BJPによる 2極的な政党政治が見られるようになったが、どちらの政党も、

中央で連合政治を進めていく際には、協力関係にある地域政党の意向や、各州における政党間の競

合パターンなどを考慮に入れなければならなくなった。

さらに、このような連合政治における会議派や BJPと地域政党の関係は比較的緩く、また流動

的なものでもあった。1998 年の第 12 次連邦下院選挙の後には BJPが中央で初めて連立政権を形成

したが、協力政党のひとつが連合を離脱したことをきっかけに、この政権はわずか 1年ほどで崩壊

した。また、会議派は 2003 年以降、連合政治に積極的に参加していくという方針を打ち出したが、

2004 年と 2009 年に行われた第 14 次・第 15 次連邦下院選挙では、会議派と他党との選挙協力は限

定的なものであった［佐藤 2006: 72; 佐藤 2011: 38］。さらに、一部の地域政党の間では、選挙期間

中には会議派と BJPのどちらの側につくのか方針を明らかにせず、選挙結果を見てから支持政党を

決定するという戦略を採用する動きも見られるようになった［広瀬 2011: 30］。

他方、選挙政治においては、政権の「統治の質」が重要な争点となった。インドの選挙政治に

関してはこれまで、現職批判要因（anti incumbency factor）と呼ばれる傾向の存在が指摘されてき

た。これは、政府の政策実績などを有権者が厳しく評価するようになり、選挙で与党が敗北するこ

とが多くなったというものである。ただし最近では、やみくもな現職批判の傾向は弱くなっており

［Palshikar, Suri and Yadav 2014: 15–16］、連邦政府や州政府が人々に対して質の良い統治を提供す

ることができれば、与党が選挙で勝利して政権を維持することも可能になっていると言われる。

2-3.  インドの競合的多党制は変化するか

デリーの発展途上社会研究センター（Centre for the Study of Developing Societies: CSDS）が

今回の選挙後に行った世論調査によれば、インドの有権者は、会議派主導の第 2次 UPA政権に対

して、物価の上昇、政治腐敗、経済開発の停滞、雇用問題などに関して不満を抱いていた［Syal 

2014］。これに対して BJPは、首相候補のモーディーを中心とした選挙戦を進め、彼に対する有権

者の期待を票に結び付けることに成功したと考えられている［Chhibber and Verma 2014］。

モーディーに対する有権者の高い支持、いわゆる「モーディー・ウェーブ」は、2014 年後半に行

われた州議会選挙においても見られた。9月から 10 月に行われたハリヤーナー州とマハーラーシュ

トラ州の州議会選挙では、どちらの州でも BJPが大勝を収め、会議派から州政権を奪うことに成功

した。さらに、11 月から 12 月にかけて行われたジャールカンド州とジャンムー＆カシミール州の

州議会選挙では、BJPはジャールカンド州において友党とともに州議会の過半数の確保に成功し、

ジャンムー＆カシミール州では、第 1党にはなれなかったものの勢力を伸ばすことができた。

それでは、会議派の大敗と BJPの大勝という今回の連邦下院選挙の結果は、現在のインドにおい

て見られる競合的多党制に何らかの変化を生じさせるだろうか。結論から先に言えば、今回の選挙
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結果だけでは、競合的多党制における変化の有無を判断することは難しい。BJPは今回の連邦下院

選挙で、得票率・議席数ともに大きく伸ばした。しかし、今回の BJPの得票率（31.3％）は、前回

（2009 年）の連邦下院選挙における会議派の得票率（28.6％）とそれほど大きくは変わらない。ま

た会議派は今回大敗を喫したものの、その得票率（19.5％）は、前回（2009 年）の BJPの得票率

（18.8％）をわずかながら上回っている（図 1）。また、得票率にもとづく有効政党数の値は、今回の

選挙では若干低下（7.58 → 6.93）しているものの、全体として見れば 1990 年代半ば以降ほぼ横ばい

となっており、多党化が弱まっているという傾向は読み取れない（図 3）。

さらに BJPは、2014 年後半に行われた州議会選挙では前述のとおり良好な成果を上げることがで

きたものの、同年 7月から 9月までの間に行われた各州の州議会補欠選挙では、ほとんどの州で苦

戦を強いられた。7月 25 日に開票が行われたウッタラーカンド州の 3つの州議会選挙区の補欠選挙

では、州与党の会議派がすべての選挙区で勝利を収め、州野党の BJPを圧倒した。8月 25 日に開票

が行われた 4州（ビハール、カルナータカ、マディヤ・プラデーシュ、パンジャーブ）の合計 18 の

州議会選挙区の補欠選挙では、会議派とその協力政党が合計 10 選挙区で勝利を収め、BJPおよび協

力政党は合計 8選挙区での勝利にとどまった。さらに、9月 16 日に開票が行われたウッタル・プラ

デーシュ、グジャラート、ラージャスターンなど 10 州の合計 33 の州議会選挙区の補欠選挙では、

BJPはこのうち 12 選挙区で勝利を収めるにとどまった。

これらの一連の補欠選挙の中でも特に注目されたのは、8月に行われたビハール州の補欠選挙で

あった。同州では、現在州与党を務めるジャナタ・ダル統一派（Janata Dal (United): JD(U)）と、地

域政党の民族ジャナタ・ダル（Rashtriya Janata Dal: RJD）が長年対立関係にあったが、両党は今回

の補欠選挙の直前になって選挙協力に合意し、これに会議派を加えた 3党が候補者調整を行って共闘

した。その結果、これら 3党の連合は、同州の 10 選挙区中 6選挙区で勝利を収めることに成功した。

長年のライバルであった JD(U)と RJDが手を結んで BJPに対して勝利を収めたことは、インド国内

でも大きく注目された。そして 12 月初旬には、JD(U)や RJD、社会主義党（Samajwadi Party: SP）

など、旧ジャタナ・ダルの流れをくむ各政党の間で再結集の動きも見られるようになっている。

このように、2014 年 7 月以降に行われた一連の補欠選挙と州議会選挙の結果を見るだけでは、4‒

5 月の連邦下院選挙における BJPの勝利が、インドの政党システムにおける根本的な変化をともな

うものなのか、それともモーディー・ウェーブによる一時的なものであるのか判断することは難し

い。9月以降に行われた 4州の州議会選挙で BJPが良好な成果を上げたことは確かであるが、これ

らの 4州ではいずれも、会議派もしくは会議派を含む政党連合が州政権与党を務めていたため、野

党であった BJPにとって有利になりやすい状況であった、という点も指摘できよう。競合的多党制

に何らかの変化が生じているのかどうかの判断には、今しばらくの時間が必要であると言わざるを

得ない。
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3. 「ガバナンス」をめぐる 2 つの事例―反汚職運動とテランガーナ州創設運動

3-1.  ガバナンスをどう定義するか

前節で述べたように、今回の第 16 次連邦下院選挙の結果だけでは、インドの競合的多党制におい

て何らかの変化が生じているのかを判断することは難しい。その一方で、最近のインド政治におい

ては「良い統治」すなわちガバナンスが重要なキーワードのひとつとなっているようであり、この

ことは、政党政治に変化をもたらす要因のひとつになるかもしれない。とは言え、インド政治にお

けるガバナンスとは具体的に何なのかという点になると、今ひとつはっきりしないというのが実際

のところである。

CSDSが今回の選挙後に行った世論調査（2-3 項を参照）によれば、インドの有権者は、第 2

次 UPA政権の政策実績の中でも、物価の上昇、政治腐敗、経済開発の停滞、雇用問題などに関

して不満を抱いており、このことが、今回の選挙における会議派の敗北をもたらした可能性が高

い。この点を考慮すれば、最近のインド政治の文脈においては、特に経済的な面で有権者が満足

できる政策を打ち出し、それを実行することが、良いガバナンスを提供するということになるの

だろうか。

一方、選挙後にモーディー新首相が打ち出したガバナンスの定義は、これとは若干異なっている。

モーディー首相は就任に先立つ 5月 25 日、「最小の政府で最大のガバナンス」を政権の基本方針と

して掲げ、関連する複数の省庁を 1人の閣僚に兼任させるなどして、できるだけスリムな内閣にし

たいとの考えを示した。5月 26 日に発足した新政権は、閣僚の数が 45 人という少人数に抑えられ、

モーディー首相が示した方針どおりのものとなった 7）。

さらに 5月 29 日、モーディー首相は閣僚に対して、最優先で取り組むべき目標として以下の 10

項目を提示した［近藤・三輪 2014: 82］。（1）インフレを抑えることも含めて、経済成長をはばむ

ハードルの除去。（2）教育、エネルギーおよび水供給の各分野の問題の優先的解決。（3）投資への信

頼を回復し、成長を復活させるため、インフラストラクチュア部門の改革。（4）人々に目を向けた政

府およびガバナンス。（5）政策実施に期限を設け完遂することを保証。（6）政策における一貫性の維

持。（7）政府における透明性を上げるために「e- オークション」を促進。（8）省庁間の調整の改善。

（9）官僚制に対する信頼の構築。（10）官僚制に権限をもたせ、その自由度を上げる。

この 10 項目の内容からもわかるように、モーディー首相の打ち出しているガバナンスでは、行政

の効率化や透明化などが特に重視されており、そうした行政改革によって経済成長やインフラの整

備などを実現しようという意図がうかがえる。その一方で、本節と次節で検討する 2つの運動の事

例からは、ガバナンスに関する別の側面も見出せる。人々は政府に対して、経済政策に関する成果

を上げることや行政の効率化と透明化を実現することだけでなく、「社会正義の実現」あるいは「不

正義の解消」といったものも同時に求めているように思われるのである8）。
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3-2.  反汚職運動と庶民党

本項では、首都デリーで 2011 年に大きな盛り上がりを見せた反汚職運動と、この運動と密接な

関係を有している地域政党「庶民党（Aam Aadmi Party: AAP）」について検討する。2011 年 4 月 5

日、アンナー・ハザーレーという名前の退役軍人の社会運動家が、政治腐敗に対処するための汚職

防止対策法の制定を求めて、首都デリーでハンストを開始した。汚職防止対策法はロークパール法

（ヒンディー語でオンブズマンの意味）とも呼ばれ、政府職員や連邦議員、連邦政府閣僚などの汚職

に関して、捜査や訴追などを行う権限を持ったオンブズマンを設置するというのがその趣旨である。

1969 年以来何度も立法化が試みられてきたが、いまだ法律として制定されていなかった。

当初、このハンストはそれほど大きな注目を集めたわけではなく、ハザーレー氏に対する連邦政

府の姿勢も冷淡なものであった。しかし、ハザーレー氏のハンストに対する国民の支持は日を追う

ごとに大きくなり、それにともなって、この運動はインド国内のメディアでも大きく取り上げられ
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ル氏が党首に就任した。ハザーレー氏は当初、庶民党を支持するとの意向を示していたが、12 月に

なって、庶民党は「権力による金（集め）、金による権力（追求）」の道に向かい始めたと批判し、

同党を支持することはできないとの考えを示した。ケージュリーワール氏らは結局、ハザーレー氏

と袂を分かつ形で新党を結成することになった。

庶民党にとっての最初の試金石となったのは、2013 年 11 月から 12 月にかけて行われたデリー準

州議会選挙であった。デリーでは長らく、会議派と BJPによる事実上の二大政党制が続いており、

1998 年以降は、シーラー・ディークシット州首相を中心とする会議派政権が維持されていた。しか

しこの 2013 年の選挙では、庶民党は得票率 29.5％を記録、準州議会の全 70 議席中 28 議席を獲得し

て大躍進を果たし、BJP（31 議席、得票率 33.1％）に次ぐ第 2党となった。BJPは前回（2008 年、

23 議席）に比べて勢力を拡大させたものの、準州議会の過半数を制することはできなかった。一方、

会議派は得票率 24.6％、8 議席の獲得にとどまり、前回（43 議席）から大きく勢力を低下させて政

権を失った。

選挙後には第 1党となった BJPを中心に新政権の樹立が試みられたが、十分な議席を有していな

いとして BJPは最終的に政権樹立を断念した。その後、庶民党が単独での政権樹立の意向を示し、

会議派などからの閣外協力を得て、12 月 28 日にケージュリーワール党首を州首相とする政権が樹

立された。前述のとおり、中央ではこの時点でようやく、長らく懸案となっていた汚職防止対策法

が発効するはこびとなっていた。これに対してケージュリーワール州首相は、デリー準州において

独自の汚職防止対策法の導入を目指したが、手続き面での問題をめぐって会議派との間で対立が生

じた。この対立は解消に至らず、その結果、ケージュリーワール州首相は 2014 年 2 月 14 日に辞任、

庶民党政権も発足からわずか 49 日で崩壊した。

続いて 2014 年 4‒5 月に行われた第 16 次連邦下院選挙では、庶民党はデリー準州議会選挙での勢

いを駆って勢力を拡大すべく、全 543 選挙区中 432 選挙区に候補者を擁立した。しかし結果は、パ

ンジャーブ州で 4議席を獲得したのみで、期待されていたデリー準州やハリヤーナー州では議席を

獲得することはできなかった。この結果は、庶民党の幹部には大きな衝撃をもって受け止められた

ようであるが、しかしそれでも、デリー準州では BJPに次ぐ 33.1％の得票率を記録し、2013 年の準

州議会選挙のときから得票率を伸ばした。

3-3.  テランガーナ州創設運動とテランガーナ民族会議

続いて本項では、アーンドラ・プラデーシュ（AP）州におけるテランガーナ州創設運動と、この

運動との関係が深い地域政党「テランガーナ民族会議（Telangana Rashtra Samithi: TRS）」について

検討する。AP州では、1960 年代末から続いた新州創設要求運動の結果、2014 年 6 月に州北西部の

テランガーナ地域が分割され、新州としてテランガーナ州が創設された。TRSは、このテランガー

ナ州を支持基盤とする地域政党である。
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三輪：政党システムとガバナンス

AP州は、1956 年に行われた全国規模の州再編成のひとつとして、当時のアーンドラ州（東部の

沿岸アーンドラと南西部のラヤラシーマの 2地域から構成）と、ハイデラバード州の一部であった

テランガーナ地域を合併して創設された。しかしこのとき、テランガーナ地域の人々からは、同地

域とアーンドラ州との間には社会的・経済的な格差があるため、雇用などの面でテランガーナ地域

の人々が不利な立場に立たされるのではないかという懸念が示された。そのため、AP州の創設に際

しては、テランガーナ地域とアーンドラ州との間で「紳士協定」と呼ばれる協定が締結され、テラ

ンガーナ地域に対する保護措置、それを管理するための地域委員会の設置などが定められた。しか

し現実には、テランガーナ地域の人々は、紳士協定によって約束された保護措置の恩恵を受けるこ

とができなかった。このことに対する人々の不満は、1968 年の後半になって、テランガーナ地域の

分離要求という形で噴出した9）。

この分離要求運動は学生や大学教員などを中心に非常な盛り上がりを見せ、1969 年 3 月には、弁

護士・教師・ジャーナリストなどの若手の知識人によって、「テランガーナ人民会議（Telangana 

Praja Samithi: TPS）」と呼ばれる政党が結成された。しかし同年の後半になると、TPSは AP州の

大物政治家によって牛耳られるようになり、最終的には、1971 年 9 月に TPSが会議派と合併したこ

とで、分離要求運動は勢いを失った10）。その後、テランガーナ州の創設を求める運動はいったん不

活発なものとなったが、それでも、1980 年代以降には様々な活動家や集団の間で、州創設を目指し

てインフォーマルな形での会合や議論が続けられ、こうした動きは 1996 年頃から徐々に勢いを増し

ていった［三輪 2009: 213］。

こうした中で、テランガーナ州の創設をほぼ唯一のアジェンダとして、Ｋ・チャンドラシェーカ

ル・ラーオによって 2001 年 4 月に結成されたのが TRSである11）。TRSは、結成直後の 2001 年 7-8

月に行われた地方選挙に参加して実績を積み、続いて 2004 年に行われた第 14 次連邦下院選挙と AP

州議会選挙では、AP州の当時の野党第 1党であった会議派と選挙協力を行った。その結果 TRSは、

連邦下院選挙では 42 議席中 5議席を、州議会選挙では 294 議席中 26 議席をそれぞれ獲得し、AP州

における地域政党としての地歩を固めた。一方、TRSと選挙協力を行った会議派は、連邦下院選挙

と AP州議会選挙の両方で勝利を収め、ライバルであるテルグ・デーサム党（Telugu Desam Party: 

TDP）から州政権を奪回した。

この選挙の結果、テランガーナ地域では新州創設に向けた期待が高まったが、その期待に反して、

新州創設の動きは遅々として進まなかった。その理由のひとつとして、2004 年の選挙後に州首相に

就任した会議派のＹ・Ｓ・ラージャシェーカラ・レッディー州首相が、州の分割に強硬に反対して

いたことが指摘されている12）。レッディー州首相は AP州内で強い影響力を維持して安定した州政

権を築き上げ、2009 年の州議会選挙でも与党会議派を勝利に導いていた。しかし、レッディー州首

相は 2009 年 9 月にヘリコプターの墜落事故で死去し、この事件は AP州の政治を大きく変えること

になった。
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州与党の会議派では、レッディー州首相の死去によって、比較的安定していた州支部の組織が揺

らぎ始めた。2011 年には州支部内の内紛の結果、故レッディー州首相の息子であるＹ・Ｓ・ジャガ

ン・モハン・レッディーを中心とするグループが離脱し、新党「YSR会議派」を結成した13）。一方、

テランガーナ州創設要求運動を進めていた人々にとっては、レッディー州首相の死は千載一遇のチャ

ンスとして受け止められた14）。2009 年には、オスマニア大学のＭ・コダンダラーム教授を委員長と

して「テランガーナ共同行動委員会（Telangana Joint Action Committee: TJAC）」と呼ばれる組織

が結成され、同年末から、テランガーナ州創設を求める大規模な運動が開始された。

州与党の会議派はこの運動に対して曖昧な姿勢をとり続けていたが、2013 年後半になってようや

く、テランガーナ州の創設を支持するという方針に転じ、同州の創設に関する「AP州再編成法案」

を連邦議会に提出した。この法案は 2014 年 2 月に連邦議会で可決され、第 16 次連邦下院選挙の直

前の 3月 1 日に法律として成立した。会議派がこのような方針転換を行ったのは、連邦下院選挙と

AP州議会選挙に向けて、テランガーナ地域での支持を確保するためのものだったと見られている。

2013 年後半の時点での会議派は、YSR会議派の離脱による州支部の弱体化と、州の経済が不調で

あったことによる有権者からの支持低下に直面していた。そのため会議派は、このまま AP州全体

で支持を失うよりは、テランガーナ地域においてだけでも支持を確保したほうが得策だと判断した

ものと考えられる。

しかし実際には、会議派は今回の選挙において、AP州で歴史的な大敗を喫することとなった。会

議派は、テランガーナ州の分割後に残されるシーマンドラ地域（定数は連邦下院が 25 議席、州議会

が 175 議席）では、連邦下院・州議会ともに獲得議席ゼロに終わった15）。またテランガーナ地域（定

数は連邦下院が 17 議席、州議会が 119 議席）でも、会議派は連邦下院では 2議席、州議会では 21

議席しか獲得できなかった。テランガーナ地域で第 1党となったのは、州議会選挙で 63 議席を獲得

した TRSであった。選挙の終了後、AP州は 6月 2 日に正式に分割され、テランガーナ州では、第

1党となった TRSのチャンドラシェーカル・ラーオ党首が初代州首相に就任した。

4.  反汚職運動とテランガーナ州創設運動の共通点

実際のところ、庶民党と TRSでは、その設立の経緯や主張内容、政治目標などに大きな違いが見

られる。また、インドの政党システムや連合政治に対するアプローチのしかたという点でも、両党

は大きく異なっている。前述のとおり、庶民党は反汚職運動の中から現われてきた政党であり、会

議派や BJPなどの既存の政党、さらには連合政治自体を批判し、ソーシャルネットワーキングサー

ビスなどを活用して草の根レベルの民主主義を標榜している。これに対して TRSは、旧 AP州の 2

大政党であった会議派と TDPの間でうまく立ち回ることによって勢力を維持してきた政党であり

［三輪 2009: 216］、その意味で TRSは、インドにおける既存の連合政治から切り離すことのできな

い政党である16）。しかしその一方で、社会正義の実現や不正義の解消などを求める人々の運動との
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17

三輪：政党システムとガバナンス

関わりという点では、これら 2つの政党の間には共通点も見出せる。

4-1.  人々の運動との関わり
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たのは、このような「身近なレベル」の汚職であったと考えられている［Chhibber, Shah and Verma 

2014］。

なお、ひとくちに汚職あるいは政治腐敗といっても、社会階層によってその意味するところは異

なっている。社会的階層の上位に位置する、比較的所得の高い者が直面する汚職とは、税金の納付

などに関する税務署関係者によるハラスメントである場合が多い。これに対して、所得の低いいわ

ゆる庶民にとっては、警察官によるハラスメントがもっとも深刻な問題のようである17）。このよう

に、「汚職」という言葉が意味する内容は社会階層によって異なっているものの、身近なレベルで経

験する汚職はインドにおいて誰もが直面する問題である。だからこそ、反汚職を前面に掲げたハザー

レー氏の運動や庶民党の活動が大きな支持を集めたのだと考えられる。

一方、AP州におけるテランガーナ州創設要求運動の背景にあったのは、言語や民族、宗教などの

アイデンティティではなく［Bernstorff 1998: 196］、「テランガーナ地域が AP州の他の地域によっ

て搾取され続けてきた」という人々の認識であり、この状況を是正するための措置として、AP州か

らの分離と新州の創設が要求されてきた。もっとも、テランガーナ地域が本当に、現在に至るまで

「搾取」され続けてきたのかという点では、反論も多く提示されている［Suri 2008: 48–49］。しかし、

政治学的な観点からより重要であるのは、「テランガーナ地域が搾取されている」という主張が、同

地域の人々の間である程度の説得力を持ったものとして認識されてきたという事実なのである［三

輪 2009: 201–202］。
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4-2.  知識人や学生の役割

第 2の共通点として、社会正義の実現や不正義の解消を求めるこれらの運動では、大学教員をは

じめとする知識人や学生などの役割が重要だったことが指摘できる。これらの知識人や学生は、初

期の段階で運動の勢いを維持する上で重要な役割を果たし、その後、庶民党や TRSといった政党と

の繋がりを深めていった。

2011 年にハザーレー氏が始めた反汚職運動には、学生や研究者、弁護士、元官僚などの知識人が

多数参加していた。そして、この運動に参加していた「チーム・アンナー」の人々に対して、政党

の結成を呼びかけたのもまた知識人のグループであった。報道によれば、ハザーレー氏がハンスト

を続けていた 2012 年 8 月初旬、元最高裁判事や軍の元幹部、ジャーナリストなど 23 人の知識人が

ハザーレー氏に向けて声明を発表し、ハンストを中止して、「既存のものに代わる政治勢力」の結

成に力を注ぐよう求めた。この 23 人の知識人の中には、後に庶民党の幹部となった政治学者のＹ・

ヤーダヴ氏も含まれていた［Kattakayam 2012］。チーム・アンナーの内部で新党結成の動きが進め

られたのは、ハザーレー氏の反汚職運動が 2012 年に入って勢いを失っていく中で、このような知識

人からの呼びかけに応えて、運動の新たな方向性を模索した結果であったと考えられる。

また、AP州におけるテランガーナ州創設要求運動にも、初期の頃から大学教員や学生などが多

く参加していた［三輪 2009: 205］。また前節で述べたとおり、2009 年にはオスマニア大学のコダ

ンダラーム教授を委員長としてテランガーナ共同行動委員会（TJAC）が結成され、州創設要求運

動の中心的な役割を担った。コダンダラーム教授自身の説明によれば、TJACは基本的には政党

とは独立した形で結成され、その後、テランガーナ州の創設を目指して TRSとの関係を強化して

いったという18）。すなわち、反汚職運動の場合もテランガーナ州創設要求運動の場合も、社会正

義の実現や不正義の解消を求める人々の運動を政党が主導したというよりは、人々の運動のほう

がまず先にあり、その目標を達成するための手段として政党との関係を深めていったという面が

強かった。

このように、庶民党と TRSはどちらも、知識人や学生が主導した運動との深い繋がりを有してい

たが、それと同時に、選挙で実際に勝利を収める上では、下層階級や貧困層の人々の支持を獲得す

ることも重要であった。庶民党は、2012 年 10 月に結成された直後は都市部に住む上層中産階級を

主な支持基盤とする政党であったが、その後、特にデリー準州議会選挙の選挙戦を戦っていく中で、

下層階級や貧困層の人々の間にも支持を拡大することに成功した19）。また TRSについても、その主

な支持基盤は下層階級の人々が中心となっている。CSDSが行った世論調査によれば、今回の連邦

下院選挙において TRSへの投票の割合が高かったのは、中層の農民カースト、指定カーストを含む

下層カースト、指定部族などであった。これに対して、上位カーストの間では TRSへの投票の割合

は低かった［Venkatesu and Suri 2014］。
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5.  おわりに

本論の後半では、首都デリーにおける反汚職運動と、AP州におけるテランガーナ州創設運動の事

例について検討した。これら 2つの運動は、その経緯や目的などは大きく異なっているが、どちら

も社会正義の実現や不正義の解消を求める人々の運動であり、その点では両者に共通する要素を見

出すことが可能である。また、どちらの運動においても地域政党が重要な役割を果たしたが、政党

の主導によって人々の運動が進められたというわけではなく、人々による運動のほうがまず先にあ

り、そうした運動の目標を達成するための手段として、政党との関係強化が進められたという面が

強かった。

第 3節の冒頭で述べたとおり、インド政治の文脈における「ガバナンス」には様々な内容が含ま

れていると考えられるが、本論で検討した「社会正義の実現」や「不正義の解消」は、人々に対し

て政府が提供すべきガバナンスを構成する重要な要素になっていると考えられる。実際、本論で検

討した反汚職運動やテランガーナ州創設運動以外にも、「正義」を求める人々の運動の例は多く見ら

れるようになっている。たとえば、2012 年末にデリーで発生した婦女暴行致死事件に対する大規模

な抗議活動は20）、そうした運動の典型的な事例であると言えよう。

ガバナンスをめぐるこのような状況は、インドの政党システムを変化させる要因となりうるかも

しれない。各政党にとっては、カーストや宗教、民族などのいわゆる社会的アイデンティティにも

とづいて有権者を政治的に動員していくという、従来からの勢力拡大の方法だけでなく、社会正義

の実現や不正義の解消を求める人々の運動を利用して勢力を伸ばしていくという方法が可能になる

からである。汚職追放というほぼ唯一のイシューによって勢力を伸ばした庶民党は、その典型的な

事例であると言える。ただし、そのようにして政権を獲得した政党が、与党として「良いガバナン

ス」を提供できるかどうかは別問題である。これは、2013 年 12 月にデリーで成立した庶民党政権

がわずか 49 日で崩壊したことからも明らかであろう。

最後に、インドにおける民主主義の発展という点から考察してみたい。「世界最大の民主主義国家」

と呼ばれるインドではあるが、実際のところその民主主義は、連邦議会選挙と州議会選挙が定期的

に実施され、その結果にもとづいて政権が樹立されているという、「手続き」の部分に限定されてい

るという見方も可能である［三輪 2012: 60–61］。社会的な差別や貧富の格差などの問題が解消され

ていない中で、インドでは形式的な部分でのみ民主主義が機能し、経済発展がはかられてきたのだ

とも言えよう。

インド政治においてガバナンスが重要な概念のひとつとなってきたこと、そして、その要素とし

て「社会正義の実現」や「不正義の解消」などが見出せるようになったことは、形式的・手続的な

部分でのみ機能してきたインドの民主主義に対して、実質的な「内容」を求める動きであると言え

るのかもしれない。庶民党や TRSのような、「正義」を求める人々の運動と結びついた政党の活動

は、（当の政党自身がそういった意図を持っているかどうかは別として）インドの民主主義を実質を
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ともなったものに変えていく上で重要な役割を果たす可能性がある。

註
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4 月に TDP から脱退して TRS を結成した。彼が TDP を脱退した背景には、当時州首相を務めていた
Ｎ・チャンドラバーブー・ナーイドゥ TDP 党首との対立があったと言われている［Kumar 2004］。

12） オスマニア大学のＭ・コダンダラーム教授（テランガーナ共同行動委員会（TJAC）委員長）からの聞
き取りによる（2014 年 6 月 13 日、ハイデラバード市内の TJAC の事務所にて）。

13） 党名の「YSR」は、若者（Yuvajana）、労働者（Sramika）、農民（Rythu）という 3 つの単語の頭文字を
つなげたものであるが、同時に、故レッディー州首相の名前のイニシャルと同じになるようにも作られ
ている。

14） Ｍ・コダンダラーム教授からの聞き取りによる（註 12 を参照）。

15） 「シーマンドラ」とは、沿岸アーンドラとラヤラシーマの 2 つの地域を合わせた名称である。テランガー
ナ州は旧 AP 州から分離される形で創設され、AP 州の名称はシーマンドラ地域が引き継いだ。
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ともなったものに変えていく上で重要な役割を果たす可能性がある。

註

1） 本論は、日本南アジア学会第 27 回全国大会（2014 年 9 月 27 日・28 日／大東文化大学東松山キャンパ
ス）の共通論題「選挙を通じてみる南アジアの政治社会変動：インドを中心にして」における報告（政
党システムと市民運動―インドの第 16 次総選挙の事例から）をもとに、大幅に加筆修正を行ったもので
ある。

2） 本論の内容のうち事実関係に関する部分は、特に言及がない限り、インドで発行されている主要英字紙
の記事にもとづく。2014 年の第 16 次連邦下院選挙の結果は、中央選挙管理委員会のウェブサイト内の
同選挙に関するページ <http://eci.nic.in/eci_main1/statistical_reportge2014.aspx> から入手したデータによる。
2013 年以前の連邦下院選挙と州議会選挙の結果は、同じく中央選挙管理委員会のウェブサイト内にある、
過去の選挙結果をまとめたページ <http://eci.nic.in/eci_main1/ElectionStatistics.aspx> から入手したデータに
よる。これらのページの内容は 2014 年 12 月 28 日に確認した。

3） たとえば、発展途上社会研究センター（CSDS）とニュースチャンネル CNN-IBN およびヒンドゥー
紙による調査（“Poll tracker: NDA to win 172-180 seats, UPA 149-157, others 147-155,” Jul. 27, 2013,<http:// 
ibnlive.in.com/news/poll-tracker-nda-to-win-172180-seats-upa-149157-others-147155/409672-37-64.html> 
(Accessed on Dec. 28, 2014)）など。

4） 中央選挙管理委員会が 2014 年 3 月 5 日に発表した選挙日程では、投票は 9 つの地区に分けて行われると
されていたが、ミゾラム州の投票日が当初予定されていた 4 月 9 日から 11 日に変更されたため、最終的
には 10 地区に分けて投票が行われることになった。

5） 本項の内容は、［三輪 近刊］の内容を取りまとめたものである。

6） 有効政党数については、［Laakso and Taagepera 1979］を参照。

7 2009 年 5 月に第 2 次 UPA 政権が発足したときの閣僚数は、合計 78 人であった。

8） この点に関しては、2014 年度アジア政経学会西日本大会（2014 年 11 月 29 日／京都大学吉田キャンパ
ス）の自由応募分科会「州政治と連邦政治：インド新政権の統治能力を考える」における議論から多く
の示唆を得た。

9） AP 州創設までの経緯については、［三輪 2009: 199–201; 山田 1989］を参照。

10） 1960 年代末から 1970 年代にかけての分離要求運動については、［三輪 2009: 205–209; 山田 1989; Gray 
1998; Rao 1979］などを参照。

11） チャンドラシェーカル・ラーオはもともとテルグ・デーサム党（TDP）のメンバーであったが、2001 年
4 月に TDP から脱退して TRS を結成した。彼が TDP を脱退した背景には、当時州首相を務めていた
Ｎ・チャンドラバーブー・ナーイドゥ TDP 党首との対立があったと言われている［Kumar 2004］。

12） オスマニア大学のＭ・コダンダラーム教授（テランガーナ共同行動委員会（TJAC）委員長）からの聞
き取りによる（2014 年 6 月 13 日、ハイデラバード市内の TJAC の事務所にて）。

13） 党名の「YSR」は、若者（Yuvajana）、労働者（Sramika）、農民（Rythu）という 3 つの単語の頭文字を
つなげたものであるが、同時に、故レッディー州首相の名前のイニシャルと同じになるようにも作られ
ている。

14） Ｍ・コダンダラーム教授からの聞き取りによる（註 12 を参照）。

15） 「シーマンドラ」とは、沿岸アーンドラとラヤラシーマの 2 つの地域を合わせた名称である。テランガー
ナ州は旧 AP 州から分離される形で創設され、AP 州の名称はシーマンドラ地域が引き継いだ。
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16） 政党システムや連合政治に対するアプローチのしかたという面から見た庶民党と TRS の違いに関して
は、佐藤宏氏（南アジア研究者）のご指摘から多くの示唆を得た。

17） デリー大学のニーラ・チャンドク元教授からの聞き取り（2014 年 2 月 22 日、インド国際センター（IIC）
にて）と、庶民党活動家からの聞き取り（2014 年 2 月 18 日、ウッタル・プラデーシュ州ガジアバード
市内の同党事務所にて）による。

18） Ｍ・コダンダラーム教授からの聞き取りによる（註 12 を参照）。

19） ジャワーハルラール・ネルー大学（JNU）のカマル・ミトラ・チェノイ教授からの聞き取りによる（2014
年 2 月 20 日、JNU の同教授の研究室にて）。

20） 2012 年 12 月 16 日夜、女子学生がバスの車内で集団で性的暴行を受け、その後死亡したという事件。デ
リーでは同年 12 月後半から 2013 年 1 月にかけて、この事件に対する抗議活動が激化した。
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